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 （続紙 ２ ）                            
 
（論文審査の結果の要旨） 
 
 本論文は、行政訴訟の本案判断において「結果」ではなく「過程」が主題となると
いう現象を体系的かつ総合的に捉える理論を探求した力作である。取り扱っている論
点は、行政手続一般、瑕疵の治癒、手続瑕疵に基づく取消の制限、理由提示義務、理
由の差替え、裁判所の事案解明義務、裁量統制、さらには行政行為の本質など多岐に
わたる。 
須田は、これらを包括的に捉えるために、「過程の統制」という発想と親和的なも
のとして「処分理由」を手がかりとした裁判統制という現象に着目し、ドイツの理論
状況を主たる検討対象とし、オーストリアの状況を補助的に参照することによって、
わが国における理論上の課題の克服のための示唆を得ようとした。 
本論文は、本論たる三章（合計227000字）に、問題意識を簡潔に述べる序章（3000
字）と、本論での考察のまとめを行いつつ、わが国の解釈論に視点を移すにあたって
のアイデアについて言及する終章「行政過程の統制のために」（16000字）を付した構
成をとっている。本論文は、特に次のような点で学術的に大きな意義が認められる。 
第１に、本論三章の内容の豊かさと整理の手際の良さである。すなわち、第1章「行
政法における手続保障」、第2章「理由の提示」、第3章「処分理由の理論」は、それ
ぞれが独立した博士論文となりうる素材を扱っている。また、ドイツの近時の理論を
紹介するのみならず、従来の理論についても、わが国の先行研究が十分消化しきれて
いなかった側面に着目し、さらに、オーストリアの状況を視野に入れて、ドイツでの
議論を超える深い考察を行っている。 
第２に、考察の進め方が著者の理論的体系的な思考によって貫かれている点であ
る。すなわち、多岐にわたる論点を「束ねる」要素として「処分理由」に着目するこ
とによって、わが国の先行研究の意義と限界を明らかしつつ、様々な論点を有機的に
結合し、さらに、ドイツでの「理論の混迷」の中から、「理由提示の真実性」をいう
要件を見出したことは、須田の理論家としての並々ならぬ力量を示すものといえる。 
本論文に問題があるとすれば、わが国での議論に関する叙述が極めて少ないことで
あろう。しかし、この点は、本論三章の内容と執筆期間に照らせばやむを得ない面が
あり、また逆に、本論文の価値として、その発展可能性の大きさを指摘することもで
きよう。 
以上の理由により、本論文は博士（法学）の学位を授与するに相応しいものであ
り、かつ、学界の発展に資するところが大きく、特に優れた研究であると認められ
る。また、平成27年2月4日に調査委員3名が論文内容とそれに関連した試問を行った結
果、合格と認めた。 
なお、本論文は、京都大学学位規程第１4条第2項に該当するものと判断し、公表に
際しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認める。 
 
 
 
